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木造住宅耐震性能向上
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本技術で約5万戸改修

約50万戸耐震改修

約300万戸削減

（1）コスト削減
（100～500万円→50万円）

（2）容易な施工

（3）高い信頼性

（1）耐震力不足住宅の改修促進

（2）新築木造住宅の耐震性向上
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①1デバイスで耐震＋地震エネルギー吸収

②窓等の開口部も耐力壁化可能



技術開発の概要

室内面材を外してネジで取付け

耐震改修用デバイス
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実用化プロセス

技術開発項目等 H28年度 H29年度

（1）
既築住宅
耐震補強用
デバイス

に関する開発

（2）
新築住宅用耐震
デバイス

（２Ｐ対応及びコーナー
金物一体型）

に関する
技術開発

先行開発
・手作り試験体による
予備実験
・プレス成型法検討

デバイスの開発
・デバイス形状検討
・プレス金型の製作

・プレス製作

性能検証
実大実験

①予備実験
⇒デバイス形状確定
②評定データ取得

性能検証
実大実験
評価データ取得

既築住宅
耐震補強用
デバイス
の実用化
（製品化）

補助事業期間
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評価機関
評価取得

設計法等整備
・設計法
・簡易設計ソフト
・施工マニュアル

新築住宅用
耐震

デバイス（2Ｐ対
応及びコーナー金

物
一体型）

の実用化
（製品化）

設計法等整備
評価機関申請
・設計法
・施工マニュアル

特許・
知的財産
申請

実用化準備
・試作品の製作
・需要化提案

デバイスの
開発

・形状検討
・金型の製作
・プレス製作

実用化準備
・試作品の製作
・実棟施工検証

評価機関
評価取得

デバイスの
形状検討

・形状検討
・手作り試験体に
よる予備実験



耐震不適格木造住宅の耐震改修への貢献

コスト削減
（100～500万円→50万円）

容易な施工

高い信頼性

●安価で高性能なデバイス

●室内側から一般工具で施工

●地元工務店が設計・施工

●実験とシミュレーションで
信頼性があり簡便な設計法

(1)熊本地震激震地で木造住宅の被害甚大
⇒木造住宅用普及型地震エネルギー吸収デバイスの実用化が急務

(2)平成22年閣議決定した新成長戦略にて住宅耐震化率を平成32年までに
95%まで上げることが政策目標となっている

(3)耐震改修促進のためには50万円程度まで改修コストを下げることができ、
信頼性のある工法・技術開発が喫緊の課題。
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柱が割裂しないように最大耐力の抑止が必要
大地震時に建物が倒壊しないよう粘り強さが必要

開発のKeyとなる技術
その１：最先端の耐力壁技術

2
4
kN

1/30rad

8
kN

1/15rad

壁倍率2.7倍
最大耐力抑止ししつつ
エネルギー吸収

薄板軽量形鋼造鋼板耐力壁 木造＋本デバイス

特許第5805893号2015年9月11日登録
（小野名誉教授・佐藤准教授・NSハイパーツ㈱他）
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開発のKeyとなる技術
その2：最先端の自動車用鋼板プレス技術

性能向上
コストダウン

建築構造
技術

自動車用鋼板
プレス加工技術

鉄鋼メーカーによる
最新プレス技術

鋼板厚の減厚少なく
切れ目のない金物

最大耐力を上げずに
剛性UP

Q

θ
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技術開発の実現可能性

③NSハイパーツ(株)

①TOPレベルの建築構造技術陣

②鉄鋼メーカーの協力（自動車用鋼板プレス加工技術）

NSハイパーツ㈱ 田中浩史研究開発部長（博士（工学））
名古屋工業大学 小野徹郎名誉教授

佐藤篤司准教授
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実用化・製品化の見通し

●改修用デバイス

（参考）スチールハウス工法の現行フォーメーション

●新築用デバイス

プラン設計
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2017年 3月 愛知県建築地震災害軽減システム研究協議会評価取得
日本建築防災協会での評価取得申請
試作品製作 ⇒ 市場評価調査

4月 販売開始

2017年上期 指定性能評価機関評価取得
3月 試作品製作 ⇒ 需要家評価調査
下期 販売開始
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